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財  第 １ ３ ７ ６ 号 

平成 27 年 10 月 30 日 

 

 各  部  局  長   様 

 

企 画 県 民 部 長 

 

 

平成 28年度の予算編成について 

 

本県経済は、中国をはじめとする海外経済の減速の影響が一部でみられるもの

の、緊急経済対策による消費喚起効果等もあって、緩やかな回復基調が続いてお

り、雇用情勢は着実に改善しています。しかし、企業の業況判断は足下では改善

しているものの、先行きについてはアジア新興国等の景気の下振れなど景気を下

押しするリスクに留意する必要があります。 

 また、国の「経済・財政再生計画」においては、2020年度プライマリーバラン

ス黒字化の実現に向け、聖域なき歳出改革を大きく前進させることとし、地方の

一般財源総額は2018年度(平成30年度)まで実質的に平成27年度と同水準に据え

置かれたところであり、社会保障関係費の自然増や公債費の増を考慮すると、引

き続き厳しい財政環境が見込まれます。 

平成28年度は、県議会の議決を得て策定した第３次行革プランに基づく3年ご

との総点検を行なう年度となります。持続可能な行財政構造の確立に向けて、平

成30年度目標達成への総仕上げとなる新たな行革プランを策定しなければなり

ません。 

一方、頻発する自然災害への対応など県民の安全・安心の確保が欠かせません。

また､本格的な人口減少社会を迎え､今こそ思い切った地域創生対策が必要です。

地震･風水害への備え､少子高齢化への対応､地域経済の再生､地域活力の推進な

ど県民ニーズを的確に把握し、諸施策を積極的に展開していく必要があります。 

このような状況を踏まえ、平成28年度当初予算については、第３次行革プラン

に基づく改革を着実に推進するとともに、県民の参画と協働のもと「安全で元気

なふるさと兵庫」の実現に向けた各種施策に取り組んでいくため、各部局におか

れては、国の政策動向や地方財政対策に十分に留意のうえ、下記の方針に基づき、

施策の選択と集中を徹底し、予算要求するようお願いします。 

 

記 

作成年月日 平成 27 年 11 月 9 日 
作 成 部 局 
課 室 名 

企画県民部企画財政局 
財 政 課 
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Ⅰ 本県の財政環境  

 

（本県の経済状況） 

 本県経済は、中国をはじめ海外経済の減速の影響で、これまで比較的堅調であ

った製造業で生産活動が横ばいとなっているものの、緊急経済対策の効果もあっ

て個人消費は改善傾向にあり、住宅着工戸数にも底打ちの兆しが見えている。ま

た、設備投資は増加傾向にあり、雇用情勢も着実に改善するなど、基調としては

緩やかに回復している。 

 こうした環境下で、企業の業況判断は、足下は改善しているが、先行きは悪化

すると見込んでおり、輸出・生産面で新興国経済の減速の影響も懸念される。 

 

（国の経済・財政動向） 

 平成27年度の国・地方の基礎的財政収支赤字の対ＧＤＰ比の割合は、5年前に

比べて半減(△6.6→△3.0％)が見込まれるものの、地方が0.7％の黒字に対し、

国は△3.7％の赤字となっており、国自身の財政健全化が求められている。 

 しかし、平成28年度の国の一般会計予算概算要求額は、過去最大の102兆円超

となっている。国債費の増加に加え、社会保障関係費の自然増が財政を圧迫して

いる状況は変っておらず、その他の政策的経費の大幅な削減は避けられない見通

しとなっている。 

また、国の「経済・財政再生計画」においては、地方の一般財源総額を 2018

年度(平成30年度)まで実質的に平成27年度と同水準に据え置くこととするとと

もに、初年度にあたる平成 28 年度予算から歳出全般にわたり聖域なく徹底した

見直しを進めることとしており、地方財政に及ぼす影響が懸念される。 

 
（本県の財政環境） 

本県経済は緩やかに回復しているものの、地方の一般財源総額は実質的に平成

27年度と同水準に据え置かれることとされており、社会保障関係費の新規需要増

や自然増、公債費の増を考慮すると、平成28年度の財政環境は、現状より好転す

ることは見込まれない状況である。 

 今後、平成28年度の国の予算編成や地方財政対策の動向は、本県の財政運営に

とって予断を許さない状況にあるといえる。 
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Ⅱ 平成２８年度予算編成の基本方針  

 

（基本的な考え方） 

厳しい財政環境の中で、限られた財源を有効に活用するため、第３次行革プラ

ンにおける改革の取り組みを着実に推進し、施策の重点化を図る「選択と集中」

を進め、県民ニーズに的確に応えることのできる予算を編成する。 

 あわせて、地方分権の視点に基づき、国の政策動向等を十分注視し、本県予算

に適切に反映する。 

 

（予算編成の基本方針） 

① 安全で元気な兵庫づくりに向け、「安全・安心の基盤づくり」｢地域創生戦

略によるふるさと兵庫の実現｣を最重点課題とし、創意工夫のもと県民ニー

ズに対応した施策に取り組むこと 

 

[重点施策体系] 

Ⅰ 安全・安心の基盤づくり 

 １ 安全の兵庫づくり ・県民の命と財産を守る地震対策の推進 
・総合的な治水対策の推進 
・「防災教育・研究拠点」兵庫への発展 

２ 安心の兵庫づくり ・地域医療ニーズに的確に応える体制の再整備 
・子どもを産み育てやすい環境の整備 
・要介護高齢者の増加に対応する体制の構築 

Ⅱ 地域創生戦略による「ふるさと兵庫」の実現 

 ３ 人が活きる兵庫づくり ・子どもたちの生きる力とふるさと意識を育む教育

の推進 
・女性、高齢者、障害者が活躍できる環境の整備 
・県民の健康と生きがいの創出 

４ 産業活力あふれる兵庫 

づくり 

・県内企業の産官学連携や内外への投資の支援 
・科学技術基盤を活かした新産業の創出 

・地域の強みを活かした農林水産業の育成 

５ 地域が元気な兵庫づくり ・交流人口の増加対策の推進 

・交流の基盤となる交通インフラの整備推進 

・豊かで美しい環境の継承に向けた取組みの推進 

・自立分権型行政システムの確立 
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②  第３次行革プランを基本に、行財政構造改革の視点を踏まえた｢選択と集

中｣を徹底し、行財政構造改革を着実に推進すること 

 

[行財政構造改革の視点]  

ア 時代の変化への的確な対応  

イ 国と地方、県と市町の新たな関係の構築  

ウ 参画と協働のさらなる推進  

エ 効率的な県政運営の推進  

オ 個人給付や行政サービスの受益と負担の適正化  

カ 社会基盤の計画的、効率的な整備 

キ 自主財源の確保等 

ク 県民意向の的確な把握  

ケ 庁内自治の推進  

コ 改革の絶えざる検証とフォローアップ 

 

③  新規事業を立ち上げるにあたっては、既存事業をゼロベースで見直すこと

によって財源の確保に努め、事業のスクラップ・アンド・ビルドの徹底を図

ること 

 

④ 地方創生や社会保障と税の一体改革の推進、経済・財政再生計画に基づく

歳出改革など、国の政策動向や予算編成、地方財政対策について、その動向

を十分注視し、県予算へ適切に反映すること 

 

⑤  災害対策などの緊急的な対策を除き通年予算を編成すること 

 

⑥  厳しい財政環境の中での予算編成を行うにあたり、財源確保を図るために、

予算節約インセンティブ制度及びネーミングライツ、ふるさとひょうご寄附

金を始めとする歳入確保対策を積極的に活用すること 
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Ⅲ 予算要求基準   

 

第３次行革プランで試算した平成 30 年度までの財政フレームに基づき、平成

28年度の予算要求枠を次のとおり設定する。 

なお、国における制度改正や事業の見直しについては、その動向を十分見極め、

適切に要求に反映させることとするが、要求時点で詳細が不明なものについては、

予算編成過程で対応する。 

 

 [予算要求枠] 

１ 一般事業枠  

①施設維持費：平成 27年度当初予算充当一般財源額の 100％の範囲内 

②経常的経費：平成 27年度当初予算充当一般財源額の  90％の範囲内 

③政策的経費：平成 27年度当初予算充当一般財源額の  90％の範囲内 

④指 定 経 費：平成 27年度当初予算充当一般財源額の 100％の範囲内 

 

２ 新 規 枠 

(1) 地域創生枠：40億円 

  兵庫県地域創生戦略を踏まえた施策の推進を図るため地域創生枠を新設 

   ・対 象 事 業：兵庫県地域創生戦略の推進を図るための新規・拡充事業 
   ・事 業 充 当：国からの地方創生交付金や県の財源確保の状況、要求施策

の優先度を見極めつつ、地域創生枠を弾力的に充当 

 

 (2) 通 常 枠：30 億円 

 

(3) 新規事業枠 

施設維持費・指定経費を除く一般事業枠経費及び新規事業枠経費について

は、削減額 10％の 1/2 相当額を新規事業枠として配分する。 

 

３ 個別事業枠 第３次行革プランを踏まえた所要額 

（対象経費）  

第 3 次行革プランに個別に掲げる事務事業、特別会計等への

繰出金、全額国庫・特定財源事業、その他指定事業  

 

４ その他事業 所要額 

（対象経費）  

人件費、公債費、税交付金・還付金、債務負担行為設定事業、
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法令等に基づく義務的経費  

 

５ 投資事業枠  

(1) 公共事業、国直轄事業、その他の国庫補助事業  

第３次行革プランにおける投資フレームの範囲内  

 

(2) 県単独事業  

第３次行革プランにおける投資フレームの範囲内  

 

(3) 災害復旧事業 所要額 

 

６ 東日本大震災被災地支援・平成 26年 8月豪雨等災害関連事業  所要額 

 

 

Ⅳ 各分野における基本的な留意事項  

 

１ 行財政全般にわたる改革の推進 

事務事業、投資事業、組織・定員、公的施設、試験研究機関、公社等行財政

全般にわたって、第３次行革プランを踏まえ、ゼロベースでの評価・点検、見

直しを進め、徹底したコスト意識の下、改革を着実に実行すること。 

 

(1) 事務事業  

国の制度改革を踏まえた施策の重点化、事業の必要性、県と市町・民間と

の役割、費用対効果、受益と負担の適正化等の観点から見直しを行うなかで、

各施策の優先度を見極め、選択と集中を徹底すること。 

地震・風水害への備え、少子高齢対策や経済雇用対策、地域の活性化など

喫緊の課題に的確に対応するとともに、「安全で元気なふるさと兵庫」を目指

した施策を積極的に進めること。  

また、県民の多様な参画と協働の取組を推進するとともに、民間活力の活

用等により、業務執行方法の一層の簡素化、効率化を図ること。 

 

① 政策的経費 

ア 継続事業 

時代の変化を的確にとらえ「選択と集中」を徹底し、地方財政措置や他

府県の実施水準、国制度の動向等を踏まえ、施策の水準の見直し、受益と

負担の適正化、県と市町・民間との役割分担等の観点から見直しを進める
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こと。 

また、地域創生関連事業については、ＫＰＩの達成状況を検証し、成果

を意識した見直しに取り組むこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（見直しの視点） 

１ 事業水準の適正化 

① 本県独自に措置している事業について、その必要性を十分検討のうえ、

地方財政措置の水準まで本県事業水準を抑制 

② 他の地方公共団体の事業実施水準と比べ、著しく均衡を逸している事

業について、他団体の水準を基本に検討 
③ 国制度の充実に伴い本県の独自措置の必要性が低下した事業につい

て、廃止又は縮減を含めて検討 
 
２ 給付と負担の適正化 

① 特定の個人に対する給付等について、関連制度等との均衡を考慮し、

給付対象者を見直すとともに給付と負担を適正化 
② 県民を対象とした講座、セミナー等で、民間の類似事業と比べ、負担

が不均衡となっているものについて、受益者負担を適正化 
 
３ 民間等との役割の明確化 

① 地域団体やＮＰＯ、ボランティアグループ等の活動分野の拡大を踏ま

え、県主催の大会、フォーラムなど、民間の自主的、主体的な活動に委

ねるべき事業は廃止・縮小するとともに、多様な分野において参画と協

働の取組を推進 
② 先導性の低下、所期の目的達成、国の制度改正等による代替措置が講

じられたものについて、廃止又は補助率、補助単価等の見直し 
③ 民間のアイデアやノウハウを活用し、より効果的な事業展開を図るた

め、民間等との共同事業を推進 
 
４ 市町との役割の明確化 

 ① 市町に対する地方財政措置の充実が図られた事業に対する補助金につ

いて、補助対象、補助率等を見直し 
② 市町に対する先導、奨励的な補助金のうち、先導性の低下、所期の目   

的達成、国の制度改正等による代替措置が講じられたものについて、廃

止又は縮小 
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イ  新規事業  

限られた財源を、兵庫の課題に対応した施策に重点化すること。ゼロ

ベースでの評価・点検、見直しを行い、スクラップ・アンド・ビルドや

新規財源の確保など、新たな課題への対応のための財源確保を図ること。 

あわせて、市町・民間等との共同・連携等の推進など効率的な執行方

法のあり方についても十分な検討を行うこと。 

また、地域創生関連事業については、ＫＰＩの目標達成に向けて、成

果を意識した事業設計に取り組むこと。 

 

② 施設等維持費  

ア 庁舎、公的施設等の施設維持費 

複数業務一括契約、長期継続契約の導入などの契約の工夫、保守点検・

清掃・警備等の委託契約仕様の見直し、都市公園の管理水準の見直し、電

③ 中核市､特例市などの市町の機能強化に伴い､補助対象市町を見直し 
④ 広域的な連携や効率的な事業執行、県民の利便性向上を図るため、市

町との共同・連携等を推進 
 

５ 外部資金の確保 

試験研究機関等の試験研究費について、受託研究等の積極的獲得により研

究費総額を確保 

 

６ 法令外分担金の見直し 

公益法人、一般法人及び任意団体に対する法令外分担金については、原則

拠出しない 

やむを得ず拠出する場合でも、団体の業務の見直しや事務処理体制の効率

化等の要請を行い、その適正化に努める 

 

７ 国経済対策基金終了後の対応 

  国経済対策基金を活用した事業は、これまで雇用対策などを緊急対策と

して実施してきたところであり、基金設置期間が終了した事業は原則廃止

すること。 
  また、国庫補助等の財源が措置された事業についても、必要性や事業効

果を検証して、ゼロベースで事業継続の是非を検討すること。 
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力・ガス契約の競争入札化、太陽光発電の活用など、施設維持費の抑制に

向け見直しを進めること。 

 

イ 庁内情報システム  

特定業者に依存しない標準化システムの導入、システムの統合・連携、

業務の見直しなど業務・システムの一体的な見直しを進めること。 

 

③ 事務的経費等  

行財政構造改革本部において取り組んでいる、(ア) ＩＣＴの活用によ

る事務執行の簡素化・効率化など仕事の進め方の見直しやコストの縮減、

(イ) 事務事業の統合・廃止など仕事量の縮減、(ウ) 事務的経費の節約に

加え、省エネルギー対策への取組など、経費節約・事務改善について、予

算に反映させるとともに、障害者就労施設等からの物品等の調達促進のた

め、県独自の優先発注制度の積極的な活用を図ること。 

 

④ 事務事業数  

(ア) 行財政全般にわたるゼロベースからの見直しと「選択と集中」の

徹底、(イ) 組織改革、事務事業の見直し、業務執行方法の改善等による

定員削減を着実に推進するため、事務事業の廃止・統合を行い、事務事業

数を平成 27年度事業数から、５％以上削減すること。 

 

⑤ 事務事業評価調書 

事業費 5百万円以上の政策的事業については、評価調書に基づき適正に

自己評価したうえで、事業実績が目標より著しく低く、その要因が県民ニ

ーズの低下によるものと判断できる場合は、事業の廃止、縮小を行うこと。 

なお、事業目的の達成度を示す指標の設定にあたっては、｢兵庫県地域

創生戦略｣に掲げるＫＰＩや全県ビジョン推進方策フォローアップ指標等

との整合に努めるなど、関連する政策・施策レベルでの評価等との連携の

とれたものとすること。 

 

(2) 投資事業  

  ① 社会基盤施設の整備推進 

第３次行革プランに定める投資規模を基本としながら、改定した「ひょ

うご社会基盤整備基本計画」のもと、「津波・地震対策」、「風水害・土砂

災害対策」、「ミッシングリンクの解消」への対応など、県民生活を支え県

土の発展に欠かせない社会基盤について、年次計画に基づき着実に推進す
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ること。 

その際、「備える」、「支える」、「つなぐ」の視点のもと、緊急かつ重要

な事業への更なる重点化を推進するとともに、事業評価の厳格な運用など

により効率的・効果的な整備を進めること。 

また、国の政策動向に十分注視しながら、計画的な整備に必要となる国

庫支出金の財源確保に努めるとともに、国直轄事業負担金については、事

業の緊急性・必要性を精査の上、本県にとって必要な事業が実施されるよ

う国に求めること。 

 

② 公共施設等の老朽化対策の推進 

公共施設等の老朽化への対応を適切に進めるため、公共施設等のストッ

クの状況を把握しつつ、長期的な視点をもって、更新（耐震化）・統廃合・

長寿命化を推進すること。 

 

(3) 組織・定員 

① 組織 

元気で安全安心な兵庫の実現に向け、地域創生の推進など政策課題に的

確に対応できる組織体制の整備に取り組むこと。また、第３次行革プラン

を踏まえ、組織の統合再編や、業務間連携により課題対応力を高める班制

の運用など、簡素で効率的な組織体制の整備に努めること。 

各種の本部体制については、直面する課題や危機管理に対応するものに

限定するとともに、附属機関等の新設の抑制、統廃合の推進、運営の合理

化を図ること。 

 

ア 本庁組織  

新たな政策課題や県民の多様なニーズに的確に対応できる組織体制の

整備に取り組むとともに、総合的な施策展開や業務執行の効率化等の観点

から、局、課室の統合再編に取り組むこと。 

 

イ 地方機関  

地域の特色を生かした施策の推進、効果的・効率的な県民サービスの提

供、業務の専門性・機動性の向上等の観点から、執行体制の見直しを図る

こと。 

 

ウ 臨時的・時限的な組織  

臨時的、時限的な行政課題に対応する組織を設置する場合は、期間を限
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って設置する組織（タスクフォース）とすること。また、毎年度、必要性

を検証するとともに、期限が到来したタスクフォースについては、原則廃

止すること。  

 

エ 公社等  

別記「(6)公社等」に基づき取り組むこと。 

 

② 定員 

第３次行革プランに基づき、平成 30 年度までの間に、一般行政部門の

職員数を概ね３割程度削減する目標のもと、平成 27 年度までの削減実績

（△25.6％）を踏まえ、平成 28～30 年度で残りの約５％の削減を行うこ

ととしている。また、非常勤嘱託員等については第３次行革プランに基づ

き、平成 25年度を基準として平成 30年度までに概ね１割の削減を予定し

ている。 

このため、平成 28 年度においても、引き続き定員の効率的な配置に努

める必要があることから、次の視点を踏まえた定員の見直しを行うこと。 

 

ア 上記記載の徹底した組織の見直し  

イ 事務事業の徹底した廃止、縮小、整理及び業務執行方法の抜本的見直 

し 

ウ 内部事務の執行や決裁手続きなど仕事の進め方の改善 

エ 外郭団体への派遣職員の見直し  

オ 各種団体、ＮＰＯ、ＮＧＯ等との協働及び民間委託の推進 

カ 市町への権限移譲や市町との重複事業等の廃止、事務の共同処理の推 

進 

キ 本庁から地方機関への権限移譲、地方機関の権限の本庁への集約など、 

本庁・地方機関の役割分担の見直しによる事務の効率化  

ク 公的施設の管理運営の効率化、公募による指定管理者の選定の推進 

ケ 試験研究機関の研究課題の厳選による業務縮減、執行体制の効率化 

コ 技術職の事務職分野への配置等、弾力的・効率的な人員配置  

サ 現職職員に替えたＯＢ職員等の活用 

特に、ＯＢ職員については、技術やノウハウの継承と効率的な業務執

行体制の確立の観点から、再任用等による積極的な活用を図ること。 

 

新規の事業について、例外的に、やむを得ず増員が必要とされる場合に

おいても、事務執行方法の工夫等について徹底した検討を行い、その上で
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必要なもののみに限定すること。その場合でも、原則として、各部局内で

スクラップ･アンド･ビルドを徹底し、再配置により対応すること。 

 

(4) 公的施設  

① 指定管理者制度の推進  

サービス水準の向上とコスト縮減を図るため、直営施設への指定管理者

制度の導入を促進すること。また、民間事業者のノウハウを活用するため、

公募による指定管理者の選定を行うなど、効率的で質の高い施設運営を図

ること。  

 

② 運営の合理化・効率化  

施設の人件費、運営費に加え、整備費を含めたトータルコスト分析や利

用状況などを勘案して行う施設の管理運営評価に基づき、業務委託の見直

し、経費の削減など運営の合理化・効率化を図ること。 

 

③ 市町への移譲、連携等の推進 

    県民の利便性向上、効率的な業務執行を図るため、市町への移譲、連携

等を推進すること。 

 

  ④ 効率的・効果的な施設活用の推進 

    施設の活用状況（空き施設の状況、団体入居状況等）を踏まえ、効率的・

効果的な施設の活用を推進すること。 

 

(5) 試験研究機関  

① 大学や民間企業との連携を図りながら、県民等のニーズに直結する実

用性の高い研究や成果普及等の業務に重点化を図ること。 

 

② 限られた研究資源のより効果的な活用を図るため、組織の機能再編や

外部人材の活用、産学官連携による共同研究などにより、弾力的な運営

体制とすること。 

 

③ 外部資金の積極的獲得等による機動的な研究活動に取り組むとともに、

評価システムの推進など、効率的・効果的な経営手法の拡充を図ること 

 

(6) 公社等  

第３次行革プランや公社等経営評価委員会の提言等も踏まえながら、公社
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等のあり方の検証、担うべき行政サービスや事業の見直しなどさらなる改革

を進めること。  

また、運営の効率化や経営改善を徹底するとともに、運営の透明性の向上

を図ること。  

 

① 組織・人員体制の見直し  

事務事業の見直し及び事務執行の効率化により組織・人員体制を見直す

こと。その際、専門的な知識・技能を有する人材が必要であれば、ＯＢ職

員の活用を図ること。 

・県派遣職員：平成 26～30 年度において概ね５％削減 

・プロパー職員：一般行政類似部門従事職員について、県の一般行政部門

に準じ､引き続き適正な職員数の管理に取り組むこと 

・ すでにこの目標を達成している団体においては、改革期間にとらわれ

ることなく、引き続き見直しに取り組むこと。 

 

② 給与の見直し 

役員報酬や職員給与については、県に準じた見直しを行うことを基本に、

引き続き見直しを図ること。特に、収益部門等については、独立採算性を

確保する観点からの見直しを検討すること。 

 

③ 県の財政支出等の見直し 

県から公社等に対して行われる委託事業や補助事業等については、必要

性の検証や執行の効率化等により、県の財政支出の一層の削減に努めるこ

と。 

 

④ 市町の類似機関との共同・連携等の推進 

県民の利便性向上、効率的な事業執行を図るため、市町との共同・連携

等を推進すること。 

 

⑤ 収支改善に向けた取組み 

自立的な団体運営に向け、経費の削減、収入確保策の強化など、経営改

善を徹底すること。 

 

⑥ 資金運用の適正化 

各団体の資金運用方針に基づき、安全かつ有利な運用に努めること。 
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(7) 公営企業  

① 企業庁  

「新・企業庁経営ビジョン」及び「第３次行革プラン」に基づき、改革

の取組を着実に推進すること。 

 

ア 地域整備事業  

平成 30年度末分譲進捗率約 90％を目指し、土地需要の動向を的確に把

握しながら分譲戦略を策定し、地区ごとの付加価値・魅力の向上や効果的

なＰＲ活動を通じて、積極的な企業誘致、分譲促進に努めること。  

また、事業進度を調整している用地等の活用方法の見直し、工事コスト

の縮減等費用の抑制により経営の健全性を確保すること。 

 

イ 水道用水供給事業・工業用水道事業  

料金収入の確保、工事コスト縮減等費用の抑制により、黒字経営の継続

及び企業債残高の削減に取り組み、経営の健全性を維持すること。 

また、アセットマネジメント推進計画に基づく老朽施設の計画的更新を

推進し、安心・安全な水の供給を図ること。 

 

ウ 企業資産運用事業 

再生可能エネルギーの固定価格買い取り制度を活用した太陽光発電事

業について、安定的な運営を図ること。 

 

② 病院局  

「病院構造改革推進方策」(平成 26～30 年度)に基づき、改革の取組を

着実に推進すること。 

 

ア 自立した経営の確保 

病院事業全体として、黒字の経営を目指し、より一層の収益の確保、費

用の抑制を行うなど、経営改善の取組みを積極的に推進すること。 

 

イ 計画的な投資の実施  

自立した経営を継続するため、資金収支の状況も踏まえつつ、建替整備

を行うとともに、医療機器の充実を図るなど、計画的な投資を行うこと。 

 

ウ 運営体制・基盤の確立  

新病院の整備状況や診療機能の高度化、診療報酬等に応じた職員の適正
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配置に努めるとともに、病院運営の一層の効率化を図るため、医療サービ

スの水準の維持・向上に配慮しつつ、定員・給与の見直しを進めるなど、

職員給与費の抑制に努めること。  

また､自立した経営基盤の下でより良質な医療を継続して提供するため､

当面は、地方公営企業法の全部適用を維持しつつ､地方独立行政法人制度

適用等の是非について、引き続き検討すること。 

 

(8) 長期保有土地対策 

先行取得用地を含む長期保有土地について、庁内・公社等での利活用、市

町や民間への売却等を積極的に推進するとともに、先行取得債の償還期限が

到来する用地や土地開発公社が保有する用地は、財政状況を勘案のうえ、有

利な県債等を活用し計画的な取得に努めること。 

 

２ 歳入の確保  

(1) 県税  

今後の経済動向、税制改正及び地方財政計画等を総合的に勘案して的確に

見積ること。 

また、県税徴収率の向上を図るため、コンビニ収納やインターネットバン

キング、ＡＴＭなど各種納税手法を十分周知するとともに、個人県民税の特

別徴収未実施事業者への指導の徹底、市町との共同による個人住民税特別徴

収の県下一斉指定に向けた取組みの推進などの徴収強化、インターネット公

売、自動車税対策としての捜索やタイヤロック装着等による差押を強化、不

正軽油対策の一層の推進など、徴収方法や徴収体制の一層の充実・強化を図

ること。 

なお、5年間延長を行なう県民緑税及び法人事業税の超過課税については、

県民ニーズを十分踏まえた充当事業の重点化を図るとともに、引き続き、県

民や企業への積極的な広報に取り組むこと。 

 

(2) 地方交付税、地方譲与税  

地方財政計画を適切に踏まえるとともに、特に、普通交付税については、

国の指示伸び等を十分踏まえ、的確に見積ること。 

 

(3) 国庫支出金  

事業の必要性、緊急性、効果等を総合的に勘案しつつ、国庫支出金の積極

的な活用を図るとともに、公共事業など計画的な事業の推進を図るために必

要な国庫支出金の確保に努めること。  
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なお、地方に超過負担が生じている場合や、新たな制度の創設・改正に伴

い超過負担が生じないよう、国に対し要請を行うこと。 

 

(4) 県債  

原則として、行革フレームに基づく発行額に止めるとともに、後年度の財

政負担が少ない交付税措置のある有利な起債の活用を図るなど、実質公債費

比率、将来負担比率の改善に努めること。 

発行にあたっては、発行年限の多様化、投資家の需要に対応した弾力的な

発行、発行コスト抑制のための競争原理の導入など有利な条件での発行に努

めること。また、地元金融機関の運用ニーズを踏まえた銀行等引受債の発行

を促進すること。  

さらに、兵庫県債の市場評価を高めるためのＩＲ活動に努めること。 

 

(5) 使用料・手数料  

県民の利便性の向上と利用の促進、施設の有効活用を図る点から、料金体

系の見直しを図るとともに、県民負担の公平性の確保や、他の類似施設との

均衡、国の動向等も勘案して、その適正化に努めること。  

特定の者に受益が発生しているにも関わらず使用料・手数料が設定されて

いない場合は、新たな使用料・手数料の設定を検討すること。 

 

(6) 財産収入等  

未利用の財産及び施設の移転新設や統廃合によって生じる遊休資産等のう

ち公共利用が見込めないものについては、計画的かつ積極的に売却すること。  

また、ネーミングライツの設定や広告掲載、インターネットオークション

への不要物品の出品、自動販売機設置の公募、太陽光発電による余剰電力の

売電など、施設の維持運営等のための財源確保に努めること。 

さらに、県内外からの応援によるふるさとづくりを推進するため、ふるさ

とひょうご寄附金制度の一層の充実に取り組むこと。 

 

(7) 債権管理の徹底 

債権管理推進本部で指定している特定債権について、債権管理目標の達成

に向け、粘り強い償還指導等を実施し、早期の納付や分割納付誓約が得られ

るよう努めることにより、引き続き収入未済額の縮減を推進すること。 

また、その他の債権も、積極的に徴収対策を実施し、新たな滞納が発生し

ないよう対策を検討すること。 
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３ 県民局・県民センター予算  

県民局・県民センター予算については、多様性豊かな地域を擁する兵庫なら

ではの地域創生を推進するため、地域創生枠予算を活用した地域創生リーディ

ング事業を積極的に展開すること。 
また、21世紀兵庫長期ビジョンにおける地域ビジョンの実現、元気なふるさ

と兵庫づくりを進めていくため、ふるさとづくり推進費及び予算措置要求事業

の活用により対応すること。 

 

 (1) 地域創生リーディング事業：5億円 

   新規枠「(1) 地域創生枠」の要求基準による。 

   
 (2) ふるさとづくり推進費：15億円 

本格的な人口減少社会が到来する中、ふるさと意識を醸成し、地域を愛す

る人々とともに元気なふるさと兵庫づくりを進めていくため、県民や市町等

との連携のもと、ふるさとづくり推進費を積極的に活用すること。 

なお、事業実施に当たっては、市町・民間との役割分担等を十分踏まえる

こと。 

 

(3) 予算措置要求事業 

① 全県的な課題に対応するための新たな施策、事業 

② 全県的な課題に対応するために、当該課題に関連する既存事業を廃止、 

組み替えて実施すべきと考えられる事業 

③ 本庁の既存事業のうち、実施方法の改善等を行うことにより事業効果が 

高まると考えられる事業 

 

４ その他 

(1) 事務改善の推進 

職員提案などを通じて提案された全庁的な事務改善に関する取組みに加え、

部局固有の取り組みも含めて積極的に推進し、特に効果的な取組については、

新行政課で取りまとめのうえ予算要求すること。 

 

(2) 予算節約インセンティブ制度の推進 

予算の使い切り意識を是正し、予算執行段階での工夫改善を進めるため、

委託仕様書や契約、事業実施方法の見直しなどの予算執行方法の見直しや数

量の見直しなどの多様な節約等による歳出節約額(一般財源ベース)の全額、

及びネーミングライツや広告掲載、インターネットオークション出品による



- 18 - 
 

不要物品の売却等に伴う歳入確保額の概ね 1/2 を別途予算措置するので、積

極的に当該制度を活用すること。 

 

(3) 補助金の定額化・フォローアップ 

補助申請手続の簡素化を図るため、市町・各種団体への県単独補助金の定

額化を一層図るとともに、申請・実績報告書類の縮減に取り組むこと。 

また、補助対象事業の成果を適宜フォローアップし、限られた予算の有効

活用・事業内容の改善に努めること。 

 

(4) 情報システム関係  

情報システム関係の構築費・保守料等については、予め情報企画課での経

費の精査を経た上で提出すること。 

 

(5) 適正な経理事務の執行 

   適正な経理事務処理を推進するため、下記の取組の徹底を図ること。 

  ① 計画的な予算施行（予算の確保、執行計画の策定） 

  ② 予算流用手続の周知 

  ③ 予算節約意識の醸成 

④ 予算繰越制度の活用 

  ⑤ 国庫補助事業と県単独事業の区分経理 

 

 

Ⅴ 予算編成作業の見直し  

 

 行財政構造改革本部のもとで、仕事の進め方の見直しや事務改善、経費節減の

取組について、全庁を挙げて推進している。 

このため、一般事業枠について予算編成作業の簡素化を図っていることから、

事業所管部局の長は主体的に事業のスクラップ・アンド・ビルドに取り組むこと。 

 

 

Ⅵ 提出期限  

 

 別途通知する日 


